
専門部会の設置について（案） 

 
（１）名称 

   本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進部会 
 
（２）設置根拠 

   愛知県人権施策推進審議会規則第５条 
 
（３）設置目的 

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の概要の公表に関する事項、その他本

邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する事項を

調査審議するために設置するもの。 

 

（４）構成員 

   ４人 
 
愛知県人権尊重の社会づくり条例抜粋 
（公表） 
第 10 条 知事は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する県民及び事業者の認識

を深めることによりその解消を図るため、表現活動（県の区域内の道路、公園、広場その

他の公共の場所における行進、示威運動その他の手段による表現行為をいう。以下同じ。）

で本邦外出身者に対する不当な差別的言動であるものが行われたと認めるときは、当該

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の概要を公表するものとする。ただし、公表す

ることにより本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消を阻害すると認められると

きその他特別の理由があると認められるときは、公表しないことができる。 
２ 知事は、前項の規定による公表をするに当たっては、当該本邦外出身者に対する不当

な差別的言動の内容が拡散することのないように留意しなければならない。 
（審議会からの意見聴取等） 
第 11 条 知事は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動である表現活動が行われた旨の

申出があったとき又は行われたおそれがあると認めるときは、次に掲げる事項について、

審議会の意見を聴かなければならない。ただし、当該申出に係る表現行為が行われたこ

とその他当該申出に係る表現行為の内容が明らかでないとき又は当該申出に係る表現行

為が本邦外出身者に対する不当な差別的言動である表現活動に該当しないと明らかに認

められるときは、この限りでない。 
 一 本邦外出身者に対する不当な差別的言動である表現活動が行われたかどうか。 
 二 前号の表現活動が行われたと認められる場合にあっては、前条第１項ただし書に規

定するときに該当するかどうか。 
 三 前条第１項ただし書に規定するときに該当しないと認められる場合にあっては、同

項の規定による公表の内容 
２ 知事は、前項ただし書の規定により審議会の意見を聴かないこととしたときは、その

旨を審議会に報告しなければならない。この場合において、審議会は、当該報告に係る

事項について知事に意見を述べることができる。 

 

資料３ 


